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Ⅰ 目的 

 

平成１０年１２月に施行された特定非営利活動促進法（以下「ＮＰＯ法」という。）の主

旨を受けて、本県では、平成１５年１月に「ＮＰＯと行政の協働を進めるための協働事業

推進ガイドライン（以下「旧ガイドライン」という。）」を策定し、ＮＰＯとの協働を進め

てきた。 

この旧ガイドラインは、協働を通じて県民福祉の向上が図られるよう、「県民が主役の県

政」｢県民協働型県政｣を推進するためのルールとなるものであり、新たに公共サービスの

担い手として、当時まだ創設期にあったＮＰＯに大きな期待が寄せられた。 

協働とは、ＮＰＯと行政という立場の違うものどうしの活動であり、そこに明確なルー

ルがなければ、無駄な時間とエネルギーを費やし、容易に目標に達することができない。

協働は地域のもつ潜在能力を引き出し、自治力の向上に大きく寄与するものであるが、大

きな効果を生むためには、双方の真摯な態度と努力が必要とされる。ともにガイドライン

を尊重し、ルールに則って、協働の利点が最大限発揮されるよう積極的な活用を望みたい。 

 

○ 改正に至る経緯 

県では、平成１６年３月に、平成１６年度から平成２０年度までの５年間を対象として、

県民と行政との協働による県行政を目指した「みんなが主役 明日の岐阜 県づくり県民

協働宣言」を策定した。自立・共生・補完性・持続性をキーワードに、協働による日本一

住みよいふるさと岐阜県を目指したものである。 

その後、この方向性は平成２１年度から平成３０年度を対象とした「岐阜県長期構想」

に受け継がれて、現在に至っている。 

 

また、旧ガイドライン策定時には１０２法人（平成１５年１月３１日現在）であったＮ

ＰＯ法人数は、今や、６１３法人（平成２２年９月３０日現在）と、６倍にまで増加した。 

ＮＰＯと県との協働事業は、平成１６年度には１１９件だったが、その後１４０件前後

の一定数を保ち、平成２１年度分の調査では１５６件となっている。また、予算規模につ

いては、三位一体改革の影響により平成１６年度から１７年度にかけ予算規模は減少した

ものの、平成２１年度分の調査では３６３，１９７千円と、４億円規模で推移している。 

このうち、旧ガイドラインには、協働事業の提案の仕組みとして「協働のための協議の

場」が設けられていたが、平成１７年度の３６件をピークに、６年間に計１３０件の提案

がなされ、うち２９件の事業化が実現した。実際に事業化に至らなくても、ＮＰＯが事業

提案をしたり、行政が事業募集をするなどの手順を通して、双方の協働意識の醸成が図ら

れた。その後、｢協働のための協議の場」は、そうした仕組みがなくてもＮＰＯと事業担当

課が直接審議できる環境レベルにまで達したため、平成２０年度末をもって終了した。 

また、これも旧ガイドライン中に定めのあった「協働事業推進士」は、行政の中にあっ

て協働をけん引する役割を担ってきたが、協働意識が浸透してきたため、その任務を終え

ている。 

 

ＮＰＯ法施行から１１年が経過し、この間、ＮＰＯは社会の中で市民権を得た存在に成

長している。一方、行政は地方分権の進展や財政危機などに直面し、ＮＰＯとの協働が一

層重要性を増してきている。 

そのため、現状を踏まえつつ今後を見据えた新たなガイドラインの必要性が生じ、今回

の改正となった。 
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新ガイドラインは、協働の基本的な指針を示すとともに、これまでの１０年余を踏まえ

て協働をより推進するための新たな仕組みを盛り込んだものとした。 

 

なお、この新ガイドラインは、社会状況の変化等に柔軟に対応できるよう、今後も必要

に応じて改定していくものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊平成１６年度から１７年度に係る予算規模の減少は、三位一 

体改革の影響により、従来の補助金が交付金化されたことに 

よるもの。 
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Ⅱ 協働の前提（協働を理解、推進するために） 

 

１ 協働のパートナーの理解のために 

（１）ＮＰＯとは 

○ＮＰＯの定義 

ＮＰＯとは、地域課題を解決するための社会的使命（ミッション）に基づいて活動

している団体であり、事業を実施して得た利益は会員、関係者で分配しないという意

味において非営利団体である。 

非営利とは、事業による収入を得ないという意味ではない。ＮＰＯが安定的・継続

的に運営をするために、サービスの対価を得て事業を実施したり、本来の事業以外で

も収益事業の実施を否定するものではない。 

ＮＰＯには、特定非営利活動促進法で定める法人格を有するＮＰＯ法人と、法人格

のない団体（ＮＰＯ）がある。 

一義的には、地縁的組織と成り立ちを異にした、地域の課題を解決するために自発

的に集まった個人を核とする団体をＮＰＯというが、人口減少が進む中山間地域等に

おいては、地縁的結びつきの中で成立してきたコミュニティ団体が、行政と協働で地

域の公益を担っている場合が多く、こうした団体も該当する。 

一般的には、以下の範囲を「ＮＰＯ」と考えることが多い。 

・ボランティア団体や市民団体などの任意団体 

・ＮＰＯ法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ＮＰＯ法人とは 

ＮＰＯの中でも、ＮＰＯ法に基づき法人格を取得したものを「ＮＰＯ法人」という。

法人格を持たないＮＰＯは「ＮＰＯ法人」を名乗ることはできず、もし名乗れば、Ｎ

ＰＯ法第４条により１０万円以下の過料に処せられる。 

しかし、ＮＰＯもＮＰＯ法人も活動内容に大きな違いはないため、両者を混同して

使用される例が散見されている。 

ＮＰＯが法人格を取得することで生じるメリットは、 構成員が替わっても組織の統

一性が保たれることである。つまり、法人として契約や銀行口座の主体になることが

できることとなる。 

その一方で、法人としての義務も発生する。法人税等の納税義務、雇用が発生した

場合の社会保険等の義務などの経営主体としての義務の他、ＮＰＯ法により年１回の

事業報告書等の提出義務を負っている。 

公益団体 

ＮＰＯ 

ＮＰＯ 

法人 

任意団体 

・ボランティア団体 

・市民団体 等 

公益社団法人 公益財団法人 

社会福祉法人 等 
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事業報告書等は、事業年度終了後３ヶ月以内に所轄庁へ提出し閲覧に供する他、各

法人の主たる事務所に備え置かなければならないこととされている。 

 

○ＮＰＯの活動の特性 

ＮＰＯは自主的・自発的な活動で、ミッション性の強さやその組織が果たす公益性

の高さから、実に多様な活動が実践されているが、ＮＰＯの活動の特性として次のよ

うな点があげられる。 

① 非営利性 

公益性を持つミッションの実現を目的とする組織であること。 

② 自主性 

自らの価値観に基づいた独自の行動を自主的に行うことができること。 

③ 先駆性 

行政では制度的に対応しにくい様々な社会的課題に、先駆的、独創的に対応でき

ること。 

④ 多様性 

個々のニーズに応じたサービスを提供できることから、サービスの種類が多様に

なり、受益者の選択肢が増えること。 

⑤ 専門性 

専門性のある人材の能力を活かした活動を行うことにより、その専門分野におけ

る専門的、実践的な選択肢が増えること。 

⑥ 迅速性（即応性） 

行政のように制度的枠組みや公正・公平の原則にとらわれず、時機に応じて迅速

かつ機敏に行動できること。 

⑦ 柔軟性 

個々のニーズに応じて柔軟な対応ができること。 

 

○ＮＰＯが県に期待すること 

ＮＰＯは、県においては対応が難しいとされる県民ニーズにも、迅速で柔軟な取り

組みができる。 

したがって県は、法令の枠組みを逸脱しない範囲で、できる限りＮＰＯの自由な活

動を妨げることのないよう、協力できる体制を整備しておくことが期待される。 

 

（２）行政とは 

○行政の定義 

行政とは、国・都道府県・市町村等の公的機関を指し、公的サービスの提供者であ

る。 

組織や運営については法令（憲法、法律、条例など）に定められ、その枠組みを逸

脱することはできない。 

また、それぞれの公的機関が果たす役割は異なるため、一言に公的サービスといっ

ても、事業により実施主体が異なる。 

平成１２年に地方分権一括法が施行され、国と地方の関係が見直され、地方のこと

は地方で決めるという地方分権が推進された。このことにより、公共の分野への市民

の参加・参画や協働の意義が一層増すこととなった。 
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○行政としての県の特性 

県は、県民の税金を原資として事業を実施するため、行動理念は公平・公正でなけ

ればならず、また、そこから派生する様々な制約を伴うが、特性として次のような点

があげられる。 

① 法令順守による信頼性 

法令に基づき運営される組織であるため、ＮＰＯのような迅速性や柔軟性に欠け

るが、堅実かつ確実であること。 

② 公平性（平等性） 

実施される事業が社会全体の福祉に利するために、公平・平等の立場を順守しな

ければならないこと。 

③ 単年度主義 

事業や予算は、単年度ごとに計画され、執行されること。 

④ 予算主義 

支出を伴う事業の実施については、あらかじめ予算として議会の議決を経なけれ

ばならないこと。 

⑤ 効率性 

事業の実施にあたり、最少の経費で最大の効果を挙げることを目指すこと。 

 

○県の会計 

県の会計事務は地方自治法と岐阜県会計規則に定められており、それを逸脱した処

理はできない。 

全ての事業において、実施に係る予算はあらかじめ計上されていなければならない

が、毎会計年度の当初予算や年度途中の補正その他の変更は、事前に議会の議決を経

なければならない。 

したがって、ＮＰＯが資金を伴う事業提案を行う場合、提案の時期と予算計上のた

めの策定時期をあらかじめ把握しておく必要がある。 

また、提案する事業の実施や成果に複数年度を要する場合もあるが、県の会計は単

年度決算であるということに留意しなければならない。 

 

○県がＮＰＯに期待すること 

県の協働の相手方としてＮＰＯを見るとき、法令順守や公金を適正に執行するとい

う責任を負うことから、法人格の有無は問題ではないが、組織として成り立っている

ことが重要となる。 

つまり、会を運営する組織があり、会計処理を行い、事業計画、事業報告ができる

組織が協働の対象となりうる組織であり、これに加えて、委託事業に係る予算、事業

実施計画等の立案及び実施能力、ＮＰＯの実践者としての専門性を持つことが期待さ

れる。 

 

２ 協働の意義と必要性 

（１）協働の概念 

○協働とは 

協働の統一的な定義はないが、おおむね以下のような意味である。 

 

「立場の異なる活動主体同士が、対等の立場で互いに協力することにより、『共通の
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目標（地域をより良くしていくこと）』に向かって課題を解決し、同時にそれぞれが持

つ社会的使命(ミッション)を達成していくこと」 

 

ＮＰＯや行政などの活動主体は、それぞれが掲げる目的＝ミッションを達成するた

めの活動を個々に行っているが、協働することによって、社会的使命を、引いては県

民が真に求めるニーズに対応できる場合がある。それは同時に、活動主体同士が互い

の特性を知り、自らの組織や事務を見直す絶好の機会ともなる。 

このように協働とは、実施する事業のうち、他の活動主体と協力することでより高

い効果が得られることが期待される事業に対して、各々が個別に保有する知恵や技術

を結集することで、単独の活動ではなし得ない更なる上のステージを目指すことがで

きる。 

また、活動主体だけでなく、課題が解決した際の受益者も含めた全員がＷＩＮの関

係になることが望ましいとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○公共の仕事と協働事業の考え方 

「公共の仕事」の中には、本来県が行政として行うべき領域から、実は民間が実施

すべき領域までの幅広い事業がある。その中には、県が企画し、民間に委託したり、

社会福祉協議会等の団体に委託してきた領域の事業を始め、県民と県が協働して行う

事業が含まれる。 

県民が県と協働を進める事業とは、県民が地域課題を解決するための役割を担おう

とする意志で提案してきた事業であるといえる。 

 

（２）ＮＰＯにとっての協働とは 

○ＮＰＯが協働する意義 

今まで行政が行ってきた「公共」の仕事には、法律に基づいたり、個人情報の保護

などのため本来行政が担うべき仕事と、県民が自ら実施した方がより効果的にできる

仕事がある。このような県民が自ら実施した方がよい仕事は、県民の自発的、自立的

組織であるＮＰＯが、県と協働して実施することで、以下の効果が得られると考えら

れる。 

① 社会的認知の向上 

「○○の分野に貢献したい！」 

「資源はあるけど、具体的に何を

やったらいいのか分からない」 

「○○な環境なら住みやすくなる！」 

「具体的な企画はあるけれど、資源が 

ないからできない」 

！目的の達成！ 

！県民の満足！ 

＜希望と誇りの持てるふるさと岐阜県の創造＞ 

協働 
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行政の手法を取り入れ、事務や事業の質を高めることで、ＮＰＯの活動に関する

信用度の向上や広報効果が期待できる。 

② 県民の社会貢献や自己表現・自己実現の意欲を活かす場の拡大 

ＮＰＯ活動やＮＰＯと行政の協働の進展によって、県民自身の社会貢献や自己表

現、自己実現の意欲を発揮する場を創出・拡大することができる。 

 

（３）県にとっての協働とは 

○県が協働する意義 

本県では、県民ニーズを踏まえた施策立案、協働による県民満足度の向上を目指し

て県政を進めている。 

県民の（県民主権）県民による（県民協働）県民のための（県民ニーズへの対応）

県政を達成するためには、より県民の意見を拾わなければならないが、現在の行政に

求められている社会的ニーズは多種多様に富んでおり、県では即時に対応できない場

合も少なくない。 

したがって、機動性・柔軟性に優れているＮＰＯと県が協働することは、以下の効

果が得られると考えられる。 

① 新しい社会的ニーズの発見と課題解決 

従来の行政では把握が困難だった社会的ニーズや地域課題の発見が可能となり、

また、新たなサービスの創出など課題解決に結びつけることが可能となる。 

② 職員の意識改革の推進 

ＮＰＯの活動に直接関わり、ＮＰＯの持つ柔軟・先駆的・専門的な考え方を学ぶ

ことで、仕事のあり方の見直しや意識改革、ひいては行財政改革の実現につながる

契機となることが期待される。 

 

（４）協働にあたっての留意点 

○共通の留意点 

① 対等なパートナーであること 

協働を実施する場合、どちらか一方が優位・劣位にあるのではなく、対等な立場

のパートナーであることを自覚する。 

② 相互理解への努力 

互いの組織形態や能力、社会的使命を理解・尊重し合い、その特性が十分発揮で

きるよう互いに努める。 

③ 目的を明確化し共有すること 

協働を行うことにより県民生活の向上を目指すといった各協働事業ごとの目的を

互いに確認し合い、その達成を目指すための合意形成をする。 

④ 役割及び責任の分担を明確化 

協働とは自らの得意分野を活用することにより相手の不足する分野を補いあうこ

とから、自らの得意とする部分を担う役割分担や、責任の所在や範囲を明確にして

おくことが重要である。 

⑤ 情報公開による透明性を確保すること 

協働プロセスや結果等、協働に係る情報を公表することによって、県民に対する

説明責任を果たすことにもなる。 

⑥ 時限の設定を明確化 

事前に事業の実施期間や時限を設定し明確にしておくことで、県と特定のＮＰＯ
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等が相互に依存する関係に陥らないようにすると同時に、今後のＮＰＯの参入機会

を公平にする。 

⑦ 事業評価の実施 

事業の結果を行政とＮＰＯ相互に評価・点検し、明らかになった課題を次の協働

に活かすことで、より良い協働をめざすことができる。 

 

○ＮＰＯの留意点 

① 守秘義務の厳守 

協働の過程で知り得た個人情報等については、守秘義務があることを常に認識す

る。 

② 専門能力の発揮と向上 

企画立案、事業実施の段階から、期待されている事業の専門性の発揮や向上に努

め、公的サービスを向上させる。その際、自らの社会的使命と矛盾しないよう注意

しなければならない。 

③ 遂行能力の向上 

ＮＰＯの特性である自主性、先駆性、多様性、柔軟性などを活かせるように努め

るのと同時に、行政の手法を取り入れるなどして、遂行能力の向上を図る。 

④ 事業継続性の確保 

協働後も県民への公的サービスを安定・継続して供給できるようにするのと同時

に、さらに効果的に、幅広い識見・視野を持って実施できるよう、運営能力の向上

に努める。 

⑤ 緊張関係の確保 

事業の評価等を行うことにより自らの社会的使命を常に見直すなどして、県との

緊張関係が保たれるよう工夫をする。 

 

○県の留意点 

① 県組織の意識改革の促進 

ＮＰＯを単に安価な委託先としてとらえるのではなく、その活動は、高い志と信

念に基づいて自主・自立的に行われるものであることを理解し、対等なパートナー

として対応する。 

② 企画立案段階からのＮＰＯの参画 

ＮＰＯの性格である先駆性、多様性、専門性等を活かすため、政策形成や事業の

企画立案段階からＮＰＯが参画できるように努める。 

③ 組織横断的な連絡調整 

組織横断的な課題にも迅速に対応できるよう、常に組織間の連絡調整に努める。 

④ 情報の共有 

県の保有している情報を積極的に公開するなどして、ＮＰＯとの情報共有に努め

る。 

⑤ 公平性の確保 

協働のパートナーを決定するときには、様々な主体間での公正・公平な競争原理

を確保し、依存関係や既得権益化につながらないよう努める。 
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◆地域の社会サービスの供給における行政とＮＰＯの役割分担の諸領域 

 

公共の仕事を行政とＮＰＯの役割分担の視点でＡからＥまでに分類する。 

行
政

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ
Ｎ
Ｐ
Ｏ

狭義の協働の範囲

広義の協働の範囲

出典：山岡義典氏「時代が動くとき」（ぎょうせい）  
 

◆公共の仕事と事業区分＜岐阜県版＞ 
実施
主体

仕事の質 事業区分 説明

公権力の行使

県

「公正性・公平性・個
人情報の保護」の確保
が契約等によっても担
保が困難な事業

政策提言
県が行う政策・施策立案等を、県民と
協議をして策定するもの

委託

利用する県民にとって、ＮＰＯ等と県
が協働して企画・実施していく方が効
果がある事業、又は県が企画し、経費
等に着目して委託先を決定するもの

共同開催

県もしくはＮＰＯが提案し協働して取
り組む計画策定等で、双方が対等に資
金・知恵・力を持ちよって実施するも
の

補助
・

後援

ＮＰＯ実施事業のうち、県が補助する
ことで事業の拡大が期待され、県民全
体の福祉の向上に役立つ事業

Ｄ
ＮＰＯ主導の領
域

サービスの提供

財産の活用

ＮＰＯ実施事業のうち、県が保有する
財産(施設など）を利用することで、
県民へのサービスの提供機会の向上が
期待できる事業

民間
民間事業

ＮＰＯに定着し、県が政策的に実施す
る意義が薄れた事業

Ｅ
ＮＰＯ主体の領域

協
働
領
域

公
共
の
仕
事

領域

県が、法などに基づいて実施する事業
等で、協働することが馴染まないもの
しかし、事務の一部委託でも委託出来
ないか検討する必要がある

県事業
Ａ
行政主体の領域

Ｂ
行政主導の領域

Ｃ
対等の領域

計画策定等

 
 

３ 県の事業のうち協働を進める事業とは 

○協働に適した事業 

県では、多様なニーズに対応するとともに、ＮＰＯと協働した方が、より効果的・

効率的に実施できる事業分野を、以下のとおり選定する。 

 

協働事業推進のための選定基準 

① 多くの人々の参加を求める事業 

イベント、啓発事業、公的施設の企画運営等参加者の立場に立った運営が期待さ

れる事業 
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② きめ細やかで柔軟な対応が求められる事業 

県だけでは対応できない個々のニーズに合わせて実施する必要がある事業 

③ 地域の実情を踏まえる必要のある事業 

地域に根ざした活動や特定の者を対象とした事業 

④ 県民が当事者性を発揮し、主体的に活動する事業 

ＮＰＯが自らの活動の必要性を啓発するような当事者性が発揮できる事業 

⑤ ＮＰＯが本来事業として活動している特定分野において経験的に培われた専門性

が発揮できる事業 

・福祉、ＩＴ、環境など特定の分野で活動するそれぞれのＮＰＯが、長年の活動か

ら培われた専門性を発揮できる事業 

・講座・講習会等専門性を発揮できる事業 

⑥ 県域全体で実施すべき事業を先駆的・モデル的に実施する事業 

県は、県内全域を対象に事業を実施することが求められるが、その事業を県内全

域に導入する前にモデル的にエリアを区切って行う事業や先駆的に実施する事業 

⑦ これまで県が取り組んだことのない先駆的な事業 

県がこれまで取り組んだことのない事業で、ＮＰＯの持つ先駆性、柔軟性、専門

性に期待して行う事業 

 

○協働事業の形態 

① 政策提言 

県が進める政策に対して、ＮＰＯが長年の活動経験に培われた専門性と地域での

活動実績を基に提言、提案を行うこと。県民の視点を踏まえた提案を受けることに

より、より充実した施策となることが期待される。こうした提言、提案に行政は前

向きの姿勢で取り組むことが重要となる。 

② 委託 

県が実施すべき事業のうち、ＮＰＯ等に委託して実施する方が、効果的、効率的

に実施できる事業を企画段階から協議し、互いの役割分担を明確化しつつ予算化を

目指していくものと、県が実施すべき事業を県が企画し、事業実施にあたってはＮ

ＰＯ等へ委託するものがある。 

いずれも、事業の実施者は公募により選定されなければならないが、参入機会の

公平性を確保し、かつＮＰＯの特性を活かすためには、企画提案方式（プロポーザ

ル方式）が有効である。 

③ 共同 

ＮＰＯもしくは県が提案し、共に、知恵と資金とノウハウを出しあって協議する

ことにより、実施する事業。双方が全く対等な関係に立ち、ＮＰＯの支援施策、協

働の推進などに関して協議する場合が想定される。 

④ 共催 

ＮＰＯと県が対等な立場で共に主体となって事業を実施し、各々が責任を持って

実施することが重要となる。実行委員会や協議会形式等で実施する場合が想定され

る。各々が持つ情報やネットワークなどの活用が期待される。 

⑤ 補助 

ＮＰＯが実施する事業が県民福祉の増進に役立ち、補助をすることで、その事業

をより充実させることができる場合に実施する。補助を継続することで、ＮＰＯが

県に依存し、自立性が失われることがないよう留意する必要がある。 
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⑥ 後援 

ＮＰＯが事業を実施する際、県の後援があれば信用が高まるなどの効果を期待し

て、後援申請をする場合がある。ＮＰＯが実施する事業は、社会貢献活動であり、

その団体は営利を目的としていないことを理解し、その事業が、担当課（室）が持

つ「後援等に関する岐阜県名義の使用承諾基準」に照らし合致する場合は、協働の

一環として後援することが望ましい。 

⑦ 財産の活用 

ＮＰＯが事業を実施する際、県が保有する施設や物品などを利用することで、事

業が円滑に遂行されると同時に県民へのサービスの利用機会の向上に貢献すること

が期待される。 

 

Ⅲ 協働事業の提案 

 

１ 協働事業提案の原則 

協働に関する事業提案をするＮＰＯ又は事業担当課（室）は、協働のパートナーと直

接審議を行い、協働を進める。 

事業提案を行ってから事業の実施に至るまでの流れは、次のとおりである。 

① 情報交換・意見交換の機会の設定、情報収集。 

② ①により課題を抽出し、その解決手段（事業）の検討。 

③ ②の事業が協働に適している場合、協働のパートナーの検討。 

④ パートナーへの事業提案（直接審議）。 

⑤ 予算計上 

⑥ 事業の実施 

 

旧ガイドラインの浸透等により、双方の協働意識の醸成が図られ、相当数のＮＰＯと

県（事業担当課（室））が直接審議できるレベルに達している。 

県では、委員会委員の委嘱や委託事業などに積極的にＮＰＯを活用する事案が多数見

受けられるようになっており、ＮＰＯ側でも、積極的に県と協議し政策提言・事業提案

などができる力を持つに至っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊情報提供は各課発信のほか、県のホームページ（岐阜県庁ホームページ-ＮＰＯ-）にも掲載 

 

２ 協働総合窓口の設置 

しかし、協働に関する情報やノウハウなどの蓄積がない事業担当課（室）やＮＰＯが

あるなど、団体ごとの能力の差があるのも事実である。 

したがって、そのような事業担当課（室）やＮＰＯのうち、特に相談等の事前の調整

事業担当課(室) 

意見交換 

事業実施 

 

・委員委嘱 

・委託、補助金 

・参考意見聴取 

・情報提供 

・・・等 

ＮＰＯ 

 

・政策提言 

・事業提案 

・後援申請 

・情報収集 

・・・等 
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が必要なところを支援するため、県民生活課ＮＰＯ・宗教法人係内に「協働総合窓口」

を設置する。 

 

３ 県からＮＰＯへの事業提案のための支援 

○ＮＰＯの抽出 

・事業分野などの一定の条件を満たすＮＰＯを抽出する場合は、「岐阜県庁ホームペー

ジ―ＮＰＯ」での検索のほかに、「ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ」において、情報提

供を行う。 

・その他のＮＰＯに関する相談については、「協働総合窓口」又は「ぎふＮＰＯ・生涯

学習プラザ」で相談に応じる。 

 

４ ＮＰＯから県への事業提案 

○事業提案の意義 

ＮＰＯが、県と協働して進めることを提案した事業には、すぐには事業化に結びつ

かない場合が多い。 

しかし、これらの提案は、ＮＰＯが日々の活動の中から検討したものであり、即座

に実施が困難なものであっても、県民ニーズの現れでもある。こうした提案は一方的

な要望とは違い、提案者であるＮＰＯも事業実施の責任の一端を担う意志を持ってい

る。このためアンケートや市町村担当者からは聞けない県民の声であることに留意し、

事業担当課（室）は丁寧に聞き取り、事業化についてＮＰＯと県、市町村等との役割

分担を明確化した上で、協働について検討する必要がある。 

 

○事業提案の仕組み 

①事前相談 

・事業提案を作成したら、「ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ」へ事前に相談を行う。 

・「ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ」において、事業の提案先の判別（事業担当課（室）、

国・県・市町村の別）や書類の作成方法、その他必要なアドバイスなどを受け、

内容を提案レベルまでブラッシュアップする。 

・チェックシートで、チェック項目の確認を行う。 

 

②「協働総合窓口」への提出 

・事前相談後、様式１により「協働総合窓口」（県民生活課ＮＰＯ・宗教法人係）へ

提出する。 

・「協働総合窓口」は、事業担当課（室）を調整のうえ、提案書を送付する。 

 

③事業担当課（室）の対応 

・事業担当課（室）は、事業提案された内容に関する確認や必要な調査をＮＰＯに

対して行い、必要に応じて補正を依頼する。 

・補正の必要がなければ、⑤によりＮＰＯへの回答及び「協働総合窓口」への報告

を行う。 

 

④ＮＰＯからの再提出 

・ＮＰＯは補正の依頼を受けたら、検討の後、補正された書類を再提出する。 

・依頼された補正が、ＮＰＯの提案事業の目的と異なると判断した場合は、取り下
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げることもできる。 

 

⑤事業担当課（室）からの回答及び報告 

・事業担当課（室）は、事業提案したＮＰＯへ、定められた期間内（受理後３月以

内）に回答する。 

・ＮＰＯへの回答を、「協働総合窓口」に併せて報告する。 

 

なお、上記③∼⑤の間に、第三者による調整を必要とし、事業担当課（室）又はＮＰ

Ｏから要請があった場合、「協働総合窓口」は協働コーディネーターを派遣することが

できる。 

 

５ 協働コーディネーター 

○協働コーディネーターの役割と責任 

協働コーディネーターは、事業担当課（室）又はＮＰＯから「協働総合窓口」へ要

請があった場合は、次のような役割を果たす。 

ＮＰＯと県が対等な立場で効果的な協働事業を円滑に企画・運営していくために事

業担当課（室）とＮＰＯが意見交換を行う場合で、第三者による調整が必要となった

場合、要請に応じて参画し、ＮＰＯと県の間に立って、中立的な立場で意見の調整役

を行う。 

協働コーディネーターは、県とＮＰＯの合意形成に関しての責任者であるが、事業

の実施については責任は問わない。 

 

○協働コーディネーターの資質 

協働コーディネーターは、双方の立場の代理人ではなく、中立的な調整役である。 

必ずしも事業内容に関する専門知識があることが条件ではないが、ＮＰＯの特性、

県の仕事の特性については、十分に認識していることが必要である。協働コーディネ

ーターは、県民生活課がＮＰＯ関係者の中から適任者を選出する。 
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ＮＰＯから県への事業提案の仕組み（協働総合窓口を利用した場合） 

ＮＰＯ 協働総合窓口 県（事業担当課（室））

政策提言・事業提案を作成

事業担当課（室）・内容・書
類作成等を「ぎふＮＰＯ・生
涯学習プラザ」に相談

提案事業の提出

内容等の

ブラッシュアップ

事業担当課（室）の調整

事業担当課（室）へ通知
内容の確認・調査

補正

補正等なし
要請に応じ「協働コーディ
ネーター」を派遣

取り下げ

内容の検討
補正・再提出

結果通知 結果報告 予算

事業化
提案の

反映

チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
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□ 協働の提案先は「県」が適切か。

（提案する事業が国・市町村・民間等の事業ではないか）

協働形態 □ 協働の形態は適切か。

□ 事業の目的(何のために)が明確にされているか。

□ 事業の目標(何を実現するか)が明確にされているか。

□ 事業の内容が具体的に書かれているか。

□ 事業の内容に先駆性はあるか。

□ 事業の内容に公共性はあるか。

□ 単なる要望になっていないか。

事業の必要期間 □ 必要とされる期間以上の期間を設定していないか。

県と協働を行う必要性 □ 協働を行う必要性は明確にされているか。

□ 県とＮＰＯの役割分担は明確にされているか。

（どちらか一方に負担が偏っていないか）

県の事業担当課 □ 県の事業担当課が書かれているか。

概算所要見積額 □ 見積の算出方法や金額は適切か。

その他 □ 事業の提案者＝実施者ではないことを理解しているか。

提案先

事前チェックシート

事業の目的や目標とする
将来像

事業の内容
（具体的に記入）

県とＮＰＯの役割分担
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様式１ 

 

岐阜県との協働事業提案書 
 

年  月  日 

 

１ 団体の概要 

 

ふりがな  

団体名  

団体の住所等 〒 

 

 

電話           ＦＡＸ 

代表者氏名  

団体の概要 

 

設立時期 

活動内容 

予算規模 

   等 
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２ 企画案の概要 

 

事業の名称  

協働形態 

（委託・共催等） 
 

事業の目的や目標

とする将来像 

 

事業の内容 

（具体的に記入） 

 

事業の必要期間  

県と協働を行う 

必要性 

 

県とＮＰＯとの 

役割分担 

 

県の事業担当課  

概算所要見積額  

備考 
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６ ＮＰＯの選定方法 

選定方法については、下記の方法による。 

○特定の者から見積書を徴する随意契約 

○企画コンペ方式 

県の提示する仕様書に沿った企画を公募し、これを審査して、企画内容が優れ、

かつ県民にとって最も優れた提案をしたものを契約の相手方とする方式。 

○プロポーザル方式 

事業実施に係る実施体制、実施方針、プロジェクトに対する提案等に関するプ

ロポーザル（技術提案書）の提出を受け、必要な場合にはヒアリングを実施した

上で、当該プロポーザルの評価を行い、最も優れた提案をなしたものと契約を締

結する方式。 

＊企画コンペ方式もプロポーザル方式も第三者を含めた「審査委員会」等にお

いて審査を行うことが必要 

 

コンペ方式とプロポーザル方式の違い 

コンペ方式は企画協議であり、「企画案」の良否を検討して選ぶものでありこれ

に対してプロポーザル方式は企画案ではなく、事業等を委託すべき最も適切な

創造力、技術力、経験などを持つ「組織」を選ぶ点に違いがある。また、プロ

ポーザル方式で契約を締結した場合は、委託者である県が仕様書等委託条件を

すべて整えて提示するのではなく、受託者と協議を繰り返しながら事業内容を

練り上げ、具体的な事業化を進めることになる。 

 

７ ＮＰＯへの資金面の配慮 

ＮＰＯとの業務委託契約においては、ＮＰＯの資金的側面への配慮が必要な場合も

多いことから、契約相手方の事情を十分把握し、契約保証金の免除、前金払制度や概

算払制度の活用による事業の円滑な執行を確保すること。 

（１）契約保証金の免除 

契約金額が５００万円未満の契約については、契約保証金を免除することがで

きる。（岐阜県会計規則第１１４条） 

 

（２）前金払制度及び概算払制度の活用 

①前金払制度 

前金払は、前金で支払いをしなければ相手方の業務の履行や契約等が困難な

場合で、地方自治施行令第１６３条に規定する経費について活用すること。 

なお、委託費については、同条に規定されているので前金払は可能である。 

 

前金払手続きのポイント 

・前金払は、債務金額が確定している事業について行う。 

・前金払は、前金払でなければ経費支出の目的を失ってしまうような経

費について支払う。 

・前金払の回数に制限はないが、事業の円滑な実施を考慮し、適切に

行う 
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②概算払制度 

概算払は、債務金額の確定を待っていては支出事務に支障がでるもの、あるい

は支出の相手方の事情から事前に支払いを行う必要のあるもので、地方自治法

施行令第１６２条に規定する経費について活用すること。 

なお、委託費については、岐阜県会計規則第４４条の３第１号で「委託費」を

規定しているので、概算払が可能である。 

 

概算払手続きのポイント 

・概算払は、債務金額が確定していない事業について行う。 

・概算払は、その性質上事後において必ず精算行為が必要であり、概算

で支払った金額が結果的に債権金額と同額であっても精算行為は必

要である。 

・精算の結果返納させるべきものがある場合は、年度内に精算を行うこ

とが原則であるので、支出した科目に戻入処理を行う。 

 

８ 協働事業のふりかえり（評価） 

○ふりかえり（評価）の必要性と目的 

協働事業終了後、実施した事業について事業担当課（室）とＮＰＯ双方が、以下の

目的で振りかえりの視点に基づき確認し、話し合う。 

 

目的：ＮＰＯと県の相互理解を深め、より良好な関係が構築できる。 

県民にとってより効果的な事業を企画立案できる。 

事業によって、県とＮＰＯの役割・責任を明らかにできる。 
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ふりかえり（評価）の視点

チェック表①（ＮＰＯ用）

Ａ Ｂ Ｃ

行政と相互に理解し合い、対等な関係が築けたか    

事業の目的は明確であったか    

事業全般を通じて行政と十分な意思の疎通が図れたか    

責任の所在や役割分担は、適切であったか    

協働形態（委託・補助・共催）は適当であったか   

協働相手としての選定方法（入札・プロポーサルなど）は適当で
あったか

  

得意分野、優れているところを事業に生かすことができたか   

事業の実施は円滑であったか   

事業の目的は達成できたか   

受益者の満足度は高いものであったか   

十分な成果を得ることができたか

◆備考（気付き、課題、 改善など）

Ａ：満足　Ｂ：ほぼ満足  Ｃ：不満

 

評価点
項目

総合評価

①協働の原則について

②事業の実施について
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チェック表②（行政用）

Ａ Ｂ Ｃ

行政単独で実施するよりも高い効果が得られたか    

事業の目的は明確であったか    

事業化に際し、 ＮＰＯの意見を生かせたか    

ＮＰＯの特性を生かせたか    

双方の意思の疎通は図られたか責任の所在や役割分担は、適切で
あったか

   

協働形態（委託・補助・共催）は適当であったか    

ＮＰＯの選定方法（入札・プロポーサルなど）は適当であったか    

ＮＰＯの選定基準は適当であったか    

ＮＰＯの選定理由は適当であったか    

事業の実施は円滑であったか    

各段階で情報公開ができたか    

事業の目的は達成できたか    

受益者の満足度は高いものであったか    

費用対効果は適正なものであったか（財政効率の観点）   

費用対効果は適正なものであったか（県民参加、県民自治等、
財政効率以外の観点）

  

◆備考（気付き、課題、 改善など）

 

①協働の原則について

項目
評価点

②事業の実施について

③費用対効果について

総合評価

Ａ：満足　Ｂ：ほぼ満足  Ｃ：不満
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Ⅳ 中間支援組織 

 

１ 中間支援組織の概要 

ＮＰＯ法施行当初は、ＮＰＯ活動に必要とされる情報提供やＮＰＯ法人の設立などに

関する相談組織としての位置付けだったが、「平成１３年度中間支援組織の現状と課題に関

する調査報告（内閣府国民生活局市民活動促進課）」では、下記のように定義されている。 

「多次元的社会における共生と協働という目標に向かって、地域社会とＮＰＯの変化やニ

ーズを把握し、人材、資金、情報などの資源提供者とＮＰＯの仲立ちをしたり、また、広

義の意味では各種サービスの需要と供給をコーディネートする組織」 

つまり中間支援組織は、行政や地域コミュニティなどの様々な主体の間に立ち仲介した

り、情報などの各種支援をしたりする性格を持つものと考えられる。 

 

２ 設置形態 

中間支援組織の設置については、行政が行う他、ＮＰＯ自身がミッションとして役割

を担っている場合もある。 

県民ふれあい会館２階に県が設置した「ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ」も中間支援組

織の役割を果たしている。プラザは、プロポーザル方式によって選定されたＮＰＯ法人

へ運営を委託する、官設民営方式を採用している。 

また、ＮＰＯ法施行以前も、様々な組織が中間支援組織的役割を担ってきたところで

あり、各市町村等に設置されている社会福祉協議会もその中のひとつである。 

近年、従来の福祉の分野に限らない多様な分野に対して、これまで培われてきた機能

を発揮している。 

 

３ 期待される機能 

①資源同士の仲介 

資金・人材・情報などの情報提供者とＮＰＯを仲介するなど、ＮＰＯの育成に関わ

る一方、行政・企業・個人などの資源提供者向けにもサービスを行う。 

②価値の創出 

ＮＰＯに対するニーズの発掘や社会的課題について社会全体に訴え共有化し、新た

な問題解決方法なども創出する役割。 

③ＮＰＯ間のネットワークの促進 

個々のＮＰＯが抱える問題などについてＮＰＯ同士が様々なレベルでネットワーク

を組み解決を図るという取り組みを促進する役割。 

 

４ 今後の課題 

県内では社会福祉協議会のほかに、「ＮＰＯ支援センター」や「市民活動センター」な

どと呼称する中間支援組織が順次増え、平成２２年８月現在で１８団体となっている。 

ＮＰＯの身近にあって様々な支援ができる環境が望ましいが、現状では中間支援組織

間のネットワークも不十分なことから、そうした支援や情報提供の状況に地域格差が生

じている。 

そのため県では、ネットワーク化の促進や中間支援に必要な情報の共有や啓発に努め

ている。 

また、今後の協働の進展に中間支援組織が果たす役割は大きく、ＮＰＯと県との協働

事業においては、「ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ」が相談窓口機能を果たすが、ＮＰＯと
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市町村行政との協働事業においては、各地域の中間支援組織がその役割を果たすよう働

きかけていく。 

 

Ⅴ その他 

 

１ ＮＰＯの情報を得るには 

ＮＰＯに関する情報は、次の方法で入手することができる。 

①各ＮＰＯのホームページや機関紙・広報紙 

②ＮＰＯ支援センターなど 

・ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ（県民ふれあい会館２階） 

県内全域を対象に、ＮＰＯの活動に関する情報発信及び設立・運営相談や支援に

関する業務を実施している。 

・各地域のＮＰＯ支援センター等（中間支援組織） 

それぞれの地域のＮＰＯに関する情報を把握し、情報発信している。市町村又は

ＮＰＯが独自に設置しているＮＰＯ支援センター。 

・ボランティア・市民活動支援センター（岐阜県社会福祉協議会内） 

・各市町村社会福祉協議会 

③岐阜県のホームページ 

・「岐阜県庁ホームページ―ＮＰＯ」 

県のＮＰＯ施策のほかに、ＮＰＯ法人の基本データ的な情報を掲載。 

・「ＮＰＯナビぎふ」 

県のホームページのうち、ＮＰＯ法人のイベントや募集など活動全般に対する

情報を掲載。 

④閲覧（ＮＰＯ法人のみ） 

・所轄庁で法人の定款や事業報告書等を閲覧（ＮＰＯ法第 29条に規定） 

※所轄庁とは､岐阜県(県民生活課)又は権限移譲済み市町村の市民活動担当課 

・法人事務所に定款や事業報告書等が備え置き（ＮＰＯ法第 28条に規定） 


